政策ニュースレター第44号

社会保障審議会少子化対策特別部会・保育第1専門委員会（第7回）報告

連合政策ニュースレター第44号で標記内容の報告がありましたので通知します。

日時：2009年12月4日（金）16:00-18:00

場所：厚生労働省専用第21会議室

出席者：＜委員＞ 大日向・恵泉女学園大学教授（委員長）、吉田・連合生活福祉局次長、岩村・東京大学教授、飯塚・三鷹市子育て支援室長、市原・三鷹市子育て支援室長、川崎・NTTドコモダイバーシティ推進室長、木原・全国私立保育園連盟常務理事、駒村・慶應大学教授、榊原・読売新聞記者、佐藤・全国保育協議会施設検討委員会委員長、佐久間・ベネッセスタイルケアチャイルド事業部長、高橋・日本保育協会理事　＜事務局＞伊岐・雇用均等児童家庭局長、田河総務課長、今里保育課長、朝川少子化対策企画室長他

議題： 議論の整理

　前回（11月16日）に引き続き、少子化対策特別部会に報告するための議論の整理が行われた。吉田委員は、「人材確保、保育労働者の社会的地位の向上のため、制度の中で適正な賃金・労働条件を担保する仕組みをつくるべき」と主張。市町村から利用者に対して利用したサービスの費用保障が行われる制度になることについて、運営費の使途制限が可能であるかを再度確認するとともに、指定が指定権者（都道府県）と事業者との間の公契約であることから、ILOの労働条項（公契約）条約（94号）に言及し、条約の批准を待たずともその精神に基づき、指定要件に労働条項（賃金・労働条件の水準を、同地域の同業種の事業所における労働協約に水準を下回らない水準とすること）を盛り込む可能性と、一定水準以上の賃金を保障するための他の方法にどのようなものがあるかを質問した。朝川室長は、「労働条項」については、「サービスの適正な提供を保障する議論をしてきたが、労働者の処遇を直接扱う議論をしていいない。ハードルが高い」と回答、「他の方法」については、「使途制限がある。どこまで規制するのかの詳細な制度については今後検討していく」と答えた。

　関連して、駒村委員は、「費用保障は、規制であるよりも、インセンティブであるべき」と、使途制限ではなく運営費の単価設定などで労働者の処遇を改善していくことを示唆した。岩村委員は、法定代理受領を「利用者が利用したサービスの費用を、市町村が直接保育所に支払うこと」と説明した。しかし、現行の市町村から事業者に費用が支払われる制度から、「利用者への費用保障、事業者は市町村から法定代理受領」になった場合、どのように使途制限をかけていくかについては、事務局からも明確な回答はなかった。

　同専門委員会の議論は、12月9日の少子化対策特別部会に報告された。
